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第４章 参考資料 

１ ＮＰＯと県との協働に関する状況比較グラフデータ（第１章４（２）のグラフデータ） 

ア 協働の現状 

  ①ＮＰＯ実態調査（行政との協働の経験（直近３年間）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  ②県の協働調査（平成１７年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全回答課所室＝２４６

協働している

34.1%

協働していない

65.9%

全団体＝６５６【複数回答可】

34.7%

70.2%

9.2%

18.1%

9.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

埼玉県 県内市町村 国 全く協働していない 無回答

協働の相手方 
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イ 協働のきっかけ 

  ①ＮＰＯ実態調査（ＮＰＯが協働を始めたきっかけ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②県の協働調査（県の課所室が協働を始めたきっかけ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

埼玉県と協働したことがある団体＝２０７【複数回答可】

56.0%

37.2%

33.3%

10.1%

4.8%

6.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

行政からあなたの団体に直接呼びかけがあった

あなたの団体から行政に呼びかけた

行政の公募があったので応募した

他の民間団体等が主催する事業等を通じて協働

を行うようになった

その他

無回答

31.0%

20.2%

14.3%

27.4%

36.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

従来、県が実施してきた事業をＮＰＯとの協

働に移行した

県が対応してこなかった公益的事業に取り

組むＮＰＯを支援した

ＮＰＯの政策提言や先駆的活動を県の事業

に取り込んだ

県とＮＰＯが対等の立場で企画立案や事業

活動を行う仕組みを創設した

その他

協働を実施している課所室＝８４【複数回答可】 

埼玉県と協働したことがある団体＝２２７【複数回答可】
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ウ 協働のメリット 

  ①ＮＰＯ実態調査（ＮＰＯにとっての協働のメリット） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②県の協働調査（県にとっての協働のメリット） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埼玉県と協働したことがある団体＝２０７【複数回答可】

41.1%

34.8%

24.2%

7.7%

18.8%

18.4%

14.0%

5.8%

10.1%

58.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

社会的信用度が高まる

広報・ＰＲがしやすくなる

財政的な支援が受けられる、または受けやすくなるなど、財政的に安
定する

多様な団体との連携により活動の幅が広がる

会員やスタッフを集めやすくなる

行政の情報が入手しやすくなる

公共施設が利用しやすくなる

提供できるサービスの質が向上する

その他

無回答

協働を実施している課所室＝８４【複数回答可】

50.0%

23.8%

22.6%

48.8%

47.6%

10.7%

21.4%

11.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

県だけでは提供できない多様なサービスが提供できた

従来より県民ニーズを反映できた

県単独の事業よりも経費が削減できた

県民参加につながった

県とＮＰＯの対等なパートナーシップを築くことができた

ＮＰＯの財政支援につながった

職員のＮＰＯ理解促進につながった

その他

埼玉県と協働したことがある団体＝２２７【複数回答可】
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エ 協働の社会的効果 

①ＮＰＯ実態調査（ＮＰＯにとっての協働の社会的効果） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②県の協働調査（県にとっての協働の社会的効果） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

埼玉県と協働したことのある団体＝２０７【複数回答可】

65.7%

22.7%

36.6%

21.7%

7.7%

30.4%

22.7%

10.1%

30.4%

1.0%

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

市民の多様なニーズへの対応が可能となる

サービスを受ける市民の満足度が向上する

行政が実施する事業やサービスへの市民参加が促進される

政策の意志決定への市民参加が促進される

市民の行政への依存傾向が弱まる

行政が実施する事業やサービスの見直しが進む

行政コストの削減が図られる

行政のスリム化が図られる

ＮＰＯが提供する公共・社会サービスが拡大する

その他

無回答

全回答課所室＝２４６【複数回答可】

49.2%

14.2%

49.6%

21.5%

7.7%

35.8%

22.4%

7.3%

26.8%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

市民の多様なニーズへの対応が可能となる

サービスを受ける市民の満足度が向上する

行政が実施する事業やサービスへの市民参加が促進される

政策の意思決定への市民参加が促進される

市民の行政への依存傾向が弱まる

行政が実施する事業やサービスの見直しが進む

行政コストの削減が図られる

行政のスリム化が図られる

ＮＰＯが提供する公共・社会サービスが拡大する

その他

埼玉県と協働したことがある団体＝２２7【複数回答可】 
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オ 協働におけるそれぞれに対する課題 

  ①ＮＰＯ実態調査（ＮＰＯにとっての県側の課題） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②県の協働調査（県にとってのＮＰＯ側の課題） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

埼玉県と協働したことのある団体＝２０７【複数回答可】

25.6%

36.7%

17.9%

27.5%

27.1%

11.6%

38.2%

28.0%

13.5%

4.8%

5.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

ＮＰＯに対する理解を深める

ＮＰＯとの対等なパートナーシップをつくる

協働事業に関する窓口を明確にする

協働事業に関する支援プログラム等を策定する

協働事業に関する情報を積極的に公開する

協働事業に関する手続きを明確にする

事業実施の企画段階からＮＰＯと協働する

広報・普及活動をする

協働事業の成果に対する評価の基準を明確にする

その他

無回答

協働を実施している課所室＝８４【複数回答可】

8.3%

16.7%

29.8%

9.5%

27.4%

29.8%

25.0%

21.4%

6.0%

33.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

企画力の向上

人材の育成

専門知識やノウハウの蓄積

団体の組織運営能力の向上

団体に関する情報公開を進めること

行政の制度やルールなどを理解すること

ＮＰＯ間やＮＰＯ以外の団体とのネットワークの形成

事業実施にあたっての適切な進行管理

行政に依存しない体制

その他

埼玉県と協働したことがある団体＝２２７【複数回答可】
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カ 協働における各自の課題 

  ①ＮＰＯ実態調査（ＮＰＯにとっての課題） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②県の協働調査（県にとっての課題） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

埼玉県と協働したことがある団体＝２０７【複数回答可】

34.8%

32.9%

45.9%

35.3%

4.3%

11.6%

19.3%

24.2%

17.9%

2.9%

6.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

企画力の向上

人材の育成

専門知識やノウハウの蓄積

団体の組織運営能力の向上

団体に関する情報公開を進めること

行政の制度やルールなどを理解すること

ＮＰＯ間やＮＰＯ以外の団体とのネットワークの形成

事業実施にあたっての適切な進行管理

行政に依存しない体制

その他

無回答

協働を実施している課所室＝８４【複数回答可】

32.1%

23.8%

10.7%

7.1%

15.5%

3.6%

39.3%

20.2%

8.3%

41.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

ＮＰＯに対する理解を深める

ＮＰＯとの対等なパートナーシップをつくる

協働事業に関する窓口を明確にする

協働事業に関する支援プログラム等を策定する

協働事業に関する情報を積極的に公開する

協働事業に関する選定などの手続きを公開する

事業実施の企画段階からＮＰＯと意見交換する

広報・普及活動をする

協働事業の成果に対する評価の基準を明確にする

その他

埼玉県と協働したことがある団体＝２２７【複数回答可】
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全団体＝６５６
無回答

1.9%

その他
3.9%

わからない
7.7%

行政との協働を
増やす方向で検

討している
31.4%

行政との協働
は、現状程度が
妥当と考えてい

る
23.7%

行政との協働を
減らす予定であ

る
0.0%

行政との協働を
減らす方向で検

討している
0.5%

行政との協働を
増やす予定であ

る
30.9%

キ 今後の協働の見込み 

  ①ＮＰＯ実態調査（ＮＰＯにとっての今後の協働の見込み） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②県の協働調査（県にとっての今後の協働の見込み） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全回答課所室＝２４６

協働を増やす予定
である
3.7% 協働を増やす方向

で検討している
17.1%

現状程度が妥当と
考えている

13.4%

協働を減らす予定
である
0.0%

協働を減らす方向
で検討している

0.0%

特に検討していな
い

56.1%

その他
9.8%



 
147

※県で協働を行っていない理由（県の協働調査より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

協働を実施していない課所室＝１６２【複数回答可】

21.6%

20.4%

16.0%

0.6%

8.0%

50.6%

13.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

協働の相手となるＮＰＯがいない

ＮＰＯに関する情報が不足している

ＮＰＯ以外に協働実績のある組織がある

ＮＰＯの能力・組織運営に問題がある

協働の手順や方法がわからない

業務内容がＮＰＯとの協働になじまない

その他
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２ 市町村の協働に関する現状グラフデータ〈参考〉 

協働の現状で県内ＮＰＯの協働の相手方として「県内市町村」が７０．２％を占めて 

いますがその実態について、状況を示します。 

  ※平成１７年７月３１日現在の埼玉県内市町村数が８５だったため、全市町村数は 

８５となっております。 

ア 市町村の協働の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 実施している協働の形態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全市町村＝８５【複数回答可】

18.8%

27.1%

37.6%

29.4%

1.2%

30.6%

40.0%

41.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

行政の政策立案、事業企画等への参画（審議会・協議会等の委員参画、ＮＰ

Ｏからの政策・事業の提案等）

行政との情報交換、意見交換等

行政からの事業委託

行政との事業共催（ＮＰＯと行政とが共同して、事業の企画や運営、実施に当

たる形態）

行政への事業協力（行政が主体的に行う事業や公共的・社会的な事業への

協力等）

行政からの補助

その他

協働は行っていない

全市町村＝８５

協働している

69.4%

協働していない

30.6%
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ウ 協働する上でのＮＰＯ側の課題について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 協働する上での自治体（市町村）側の課題について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全市町村＝８５【複数回答可】

8.2%

25.9%

18.8%

50.6%

10.6%

28.2%

14.1%

21.2%

42.4%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

企画力の向上

人材の育成

専門知識やノウハウの蓄積

団体の組織運営能力の向上

団体に関する情報公開を進めること

行政の制度やルールなどを理解すること

ＮＰＯ間やＮＰＯ以外の団体とのネットワークの形成

事業実施にあたっての適切な進行管理

行政に依存しない体制

その他

全市町村＝８５【複数回答可】

49.4%

41.2%

25.9%

22.4%

12.9%

27.1%

20.0%

8.2%

27.1%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ＮＰＯに対する理解を深める

ＮＰＯとの対等なパートナーシップをつくる

協働事業に関する窓口を明確にする

協働事業に関する支援プログラム等を策定する

協働事業に関する情報を積極的に公開する

協働事業に関する手続きを明確にする

事業実施の企画段階からＮＰＯと協働する

広報・普及活動をする

協働事業の成果に対する評価の基準を明確にする

その他
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オ 今後のＮＰＯとの協働の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全市町村＝８５

協働を増やす予定で
ある, 7.1%

協働を増やす方向で
検討している, 38.8%特に検討していない,

44.7%

その他, 5.9%

現状程度が妥当と考
えている, 3.5%


